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域内移動 転入 転出
純移動

（転入-転出）
域内移動 転入 転出

純移動
（転入-転出）

北 九 州 市 圏 域 81 91 -10 82 101 -19 
遠 賀 ･ 中 間 圏 域 13 11 1 10 11 -1 
京 築 圏 域 15 16 -1 17 20 -3 
福 岡 市 圏 域 364 498 -134 336 512 -176 
筑 紫 圏 域 131 139 -7 116 145 -30 
糟 屋 中 南 部 圏 域 37 39 -2 46 37 9
宗像･糟屋北部圏域 37 43 -6 37 51 -15 
糸 島 圏 域 15 15 0 16 14 2
朝 倉 圏 域 32 24 8 30 28 2

八女・筑後圏域 八 女 ･ 筑 後 圏 域 889 832
久 留 米 圏 域 879 999 -120 901 956 -55 
有 明 圏 域 343 281 62 389 276 114
直 方 ･ 鞍 手 圏 域 17 10 7 8 12 -5 
飯 塚 ･ 嘉 穂 圏 域 21 23 -2 22 23 -1 
田 川 圏 域 12 13 -1 9 11 -2 
東 京 圏 209 332 -122 218 335 -117 
中 部 96 103 -7 86 96 -10 
関 西 141 170 -29 122 147 -24 
九 州 ・ 山 口 686 601 84 664 638 26
そ の 他 県 外 133 126 7 125 138 -13 

計 3,261 3,533 -272 3,234 3,551 -317 
県内計 1,996 2,201 -205 2,018 2,197 -178 
県外計 1,265 1,332 -67 1,215 1,354 -139 

  資料：総務省「住民基本台帳人口移動報告」

圏域名 転出入の相手方
2015～17年平均 2018～20年平均

資料：内閣官房まち･ひと･しごと創生本部事務局資料をもとに作成

表２ ３ヶ年平均の方面別純移動の状況（外国人を除く）（八女・筑後圏域）
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表２ ３ヶ年平均の方面別純移動の状況（外国人を除く）（八女・筑後圏域）
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八女・筑後圏域

割合

（％）

割合

（％）

割合

（％）

割合

（％）

4,303 100.0 180,975 100.0 2.4 4,954 100.0 198,080 100.0 2.5

１次産業 199 4.6 1,348 0.7 14.8 242 4.9 1,598 0.8 15.1

２次産業 1,393 32.4 35,841 19.8 3.9 1,880 38.0 40,513 20.5 4.6

３次産業 2,681 62.3 142,514 78.7 1.9 2,799 56.5 154,591 78.0 1.8

対全県

ｼｪｱ（%）

(A)/(B)

域内総生産

ＧＲＰ

（億円）

(A)

（参考）

県内総生産

ＧＲＰ

（億円）

(B)

対全県

ｼｪｱ（%）

(A)/(B)

全体

資料：県「市町村民経済計算」2018年度　　※割合の合計が100.0とならないのは輸入品に係る税・関税等があるため

八女・筑後圏域

2013年度 2018年度

域内総生産

ＧＲＰ

（億円）

(A)

（参考）

県内総生産

ＧＲＰ

（億円）

(B)

③ 産業構造 

自然や田園の広がる地域で、八女茶などの茶栽培が地域一帯で行われるなど農林漁業
に従事する者の割合が全国平均の約３．２倍となっています。 
また、食料品や生産用機械などの製造業も発展していることから、製造業に従事する者の
割合が全国平均の約１．５倍となっており、域内の就業者の２割強(２３%)を占めています。 

 

図２ 従業者数特化係数（対全国）・従業者数域内構成比の状況（八女・筑後圏域） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：総務省「経済センサス-活動調査」2016年をもとに作成 

 

 

 

表３ 域内生産額の状況（八女・筑後圏域） 
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ケース 1

ケース 2

ケース 3

2030年に出生率 1.8、2040年に 2.07が実現

2035年に出生率 1.8、2045年に 2.07が実現

2040年に出生率 1.8 が実現

105,000

110,000

115,000

120,000

125,000

130,000

2020年 2025年 2030年 2040年

④ 人口推計

図３ 「人口ビジョン」の前提条件に基づく圏域別の将来展望（八女・筑後圏域）

⑤ 地域の主な社会インフラ・地域資源

○ 新幹線や高速道路による域外との容易な交通アクセス

九州新幹線の筑後船小屋駅、九州自動車道の広川インターチェンジ・八女インターチェン
ジが設置されており、これらを利用すると、博多駅まで３０分、福岡空港まで４０分程度で接続
しています。
また、国道３号・４４２号といった広域幹線道路も交差しており、隣接する久留米市はもとよ
り、大分県や熊本県への移動も容易です。

○ 全国ブランドの農産物や伝統工芸品

平野部では米・麦・大豆、山間地や丘陵地では茶の栽培が盛んであり、特に「八女伝統本
玉露」の産地として全国的に有名です。イチゴの「あまおう」やキウイといった果物、菊や洋ラ
ン、ガーベラなどの花き、たけのこやしいたけなどの特用林産物の主要産地の一つになってい
ます。
また、山間部の木材や、矢部川の水運・利水を活かして古くから文化や産業が発達し、ひな
人形、仏壇、提灯、竹細工、手すき和紙、線香づくりといった伝統工芸・産業が盛んで、筑後の
花ござ、八女提灯は、全国有数の生産額を誇っています。

○ 豊かな自然と豊富な観光資源

東側は、耳納連山の南麓から筑肥山地の北麓にいたる山間地で、県内最高峰の釈迦岳
（１，２２９．５m）に端を発する矢部川が流れ、西側は河川流域に筑紫平野が広がっており、広
大で肥沃な田園地帯を形成しています。希少な野生生物も生息し、鳥獣保護区に指定されて
いる地域もあります。美しい棚田や茶畑、田園での麦秋、ホタルなど四季折々の自然を楽しむ
ことができます。
八女福島地区や黒木の伝統的な町並みのほか、矢部川沿いの各地に見られる井堰・廻水
路、八女市上陽町の石橋群をはじめ歴史的な土木構造物が数多く残されています。近年で
は、グリーンピア八女や九州オルレ「八女コース」、奥八女焚火の森キャンプフィールドといった
様々な形で地域の自然を楽しめる場所が整備されています。
また、九州新幹線の筑後船小屋駅周辺には、筑後広域公園や九州芸文館、２０１６（平成
２８）年に開設した福岡ソフトバンクホークス・ファーム本拠地「HAWKS ベースボールパーク
筑後」といった新たな観光資源も生まれています。

12.9 万人

ケース 1 11.2 万人
ケース 2 11.0 万人
ケース 3 11.0 万人

[単位：人]
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（（２２））圏圏域域のの課課題題  

本圏域は、１０代後半から２０代の若者の転出が顕著であることから、農林業や伝統工芸産
業といった地域の特長を活かした雇用の場の拡大に努め、若い世代の転出抑制・転入促進を
図りつつ、地域の新たな魅力を創造し、交流人口や関係人口の増加に向けた取組を推進してい
くことが課題です。 
また、高齢化が進んでいることから、健康づくりや地域包括ケアの推進も重要となっています。 

（（３３））施施策策のの方方向向性性  

新幹線、JR 在来線、高速道路インターチェンジによる交通アクセスの良さや、豊かな自然、農
業・伝統工芸産業といった地域特性を活かし、地元雇用の拡大による若年世代の転出抑制と
福岡市、久留米市への通勤も視野に入れた移住・定住の促進により、自然や田園の中で質の
高い暮らしができる定住圏域として発展していくことが期待されます。 

① 地域の未来を見据えた取組の推進 

高速道路や新幹線による交通アクセスの良さを活かし、企業誘致や創業の促進に取り組
む必要があるとともに、若年世代・子育て世代をはじめとした移住・定住の促進を図るため、
交通の利便性、豊かな自然、新鮮な農産物、手頃な家賃や住宅取得費といった地域の住み
やすさの発信、住環境や子育て支援の充実に取り組むことが求められます。 
また、長年行われている地域の豊かな自然や文化・歴史などを活用した体験学習のような
取組を通じて子どもたちの郷土への誇りや愛着心を高めるといった、進学や就職等により地
元を離れる若年世代との関わりを持続させるための取組に加え、地域に継続的に多様な形
で関わる関係人口の創出・拡大に向けた取組を進めていくことが求められます。 

② 住み慣れたところで働くことができる地域づくり 

地域に根差した伝統工芸産業の振興をはじめ、地元中小企業の経営基盤強化に取り組む
とともに、農産物のブランド化、６次産業化、農商工連携による特産品等開発や輸出の促進に
よる農林水産業の収益力強化、担い手確保に力を入れる必要があります。 
また、福岡ソフトバンクホークス・ファーム本拠地を中心とした近隣市町との連携による広域
観光ルートの開発、筑後広域公園、グリーンフィールド八女といったスポーツ施設を活用した
スポーツツーリズムの振興のような、豊富な地域資源を活かした観光振興、国内外から多くの
人が訪れる観光施策の推進が求められます。 

③ 長く元気に暮らすことができる地域づくり 

高齢化率が高い現状を踏まえ、健康寿命の延伸に向けた健康づくりやスポーツ振興に力
を入れる必要があります。 
また、幹線道路の整備などインフラ整備による都市部との交通利便性の向上や、山間部に
あっては、集落の維持確保に必要な生活支援拠点の構築、コミュニティバスやデマンド交通と
いった地域公共交通の維持・活性化といった施策を進めていくことが求められます。 

④ 子どもを安心して産み育てることができる地域づくり 

若い世代の結婚・出産・子育ての希望を叶え、出生率の向上、若年世代・子育て世代の転
入促進や定住につながるよう、妊娠・出産から子育て期までの切れ目ない支援の充実や、出
会い・結婚応援の取組を継続していく必要があります。 
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割合

（％）

割合

（％）

割合

（％）

割合

（％）

456,196 100.0 5,101,556 100.0 8.9 452,986 100.0 5,135,214 100.0 8.8

年少人口 61,340 13.7 676,045 13.4 9.1 57,256 13.4 662,179 13.3 8.6

生産年齢人口 267,018 59.6 3,057,855 60.7 8.7 242,774 56.9 2,911,353 58.6 8.3

老年人口 119,790 26.7 1,304,764 25.9 9.2 126,939 29.7 1,395,142 28.1 9.1

うち外国人人口 2,941 0.6 47,097 0.9 6.2 4,659 1.0 66,699 1.3 7.0

対全県

ｼｪｱ（%）

(A)/(B)

域内人口

（人）

(A)

（参考）

全県人口

（人）

(B)

対全県

ｼｪｱ（%）

(A)/(B)

久留米圏域

2015年 2020年

域内人口

（人）

(A)

（参考）

全県人口

（人）

(B)

域内人口（人）

資料：総務省「国勢調査」による2015年10月1日、2020年10月1日人口　　　　※「割合」 = 「年少・生産年齢・老年人口÷域内人口(年齢不詳分を除く)」

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 = 「外国人人口÷域内人口」

 11 久留米圏域 （久留米市、大川市、小郡市、うきは市、大刀洗町、大木町） 

（（１１））現現状状分分析析 

① 人口構造 

２０２０年の総人口は約４５．３万人で、県全体の８．８%を占めています。 
県平均に比べ、年少人口の割合は同程度ですが、生産年齢人口の割合がやや低く、高齢
化率はやや高くなっています。 
２０１５年に比べ、年少人口、生産年齢人口が減少し、老年人口は増加しています。 

表１ 総人口、年齢３区分別人口、外国人人口と県内に占める割合（久留米圏域） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 人口動態 

０～９歳、３０代～４０代の転入超過から、子育て世代の転入（主に福岡都市圏）がうかがわ
れます。 
進学年代の１０代後半で転出超過となっており、就職時期にあたる２０代前半で福岡都市
圏及び東京圏（主に女性）を中心に転出超過が顕著です。３０代以上では転入超過となって
います。 
総じて、県内移動は、福岡市圏域、筑紫圏域及び八女・筑後圏域との間で大きく、福岡市
圏域へ転出超過、朝倉圏域及び有明圏域から転入超過となっています。八女・筑後圏域から
の転入超過幅が縮小しています。県外移動は、九州･山口圏以外は転出超過となっています。 

図１ 男女・年齢階級・方面別純移動の状況（2020 年）（久留米圏域） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：内閣官房まち･ひと･しごと創生本部事務局資料をもとに作成 
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割合

（％）

割合

（％）

割合

（％）

割合

（％）

456,196 100.0 5,101,556 100.0 8.9 452,986 100.0 5,135,214 100.0 8.8

年少人口 61,340 13.7 676,045 13.4 9.1 57,256 13.4 662,179 13.3 8.6

生産年齢人口 267,018 59.6 3,057,855 60.7 8.7 242,774 56.9 2,911,353 58.6 8.3

老年人口 119,790 26.7 1,304,764 25.9 9.2 126,939 29.7 1,395,142 28.1 9.1

うち外国人人口 2,941 0.6 47,097 0.9 6.2 4,659 1.0 66,699 1.3 7.0

対全県

ｼｪｱ（%）

(A)/(B)

域内人口

（人）

(A)

（参考）

全県人口

（人）

(B)

対全県

ｼｪｱ（%）

(A)/(B)

久留米圏域

2015年 2020年

域内人口

（人）

(A)

（参考）

全県人口

（人）

(B)

域内人口（人）

資料：総務省「国勢調査」による2015年10月1日、2020年10月1日人口　　　　※「割合」 = 「年少・生産年齢・老年人口÷域内人口(年齢不詳分を除く)」

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 = 「外国人人口÷域内人口」

 11 久留米圏域 （久留米市、大川市、小郡市、うきは市、大刀洗町、大木町） 
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県平均に比べ、年少人口の割合は同程度ですが、生産年齢人口の割合がやや低く、高齢
化率はやや高くなっています。 
２０１５年に比べ、年少人口、生産年齢人口が減少し、老年人口は増加しています。 
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れます。 
進学年代の１０代後半で転出超過となっており、就職時期にあたる２０代前半で福岡都市
圏及び東京圏（主に女性）を中心に転出超過が顕著です。３０代以上では転入超過となって
います。 
総じて、県内移動は、福岡市圏域、筑紫圏域及び八女・筑後圏域との間で大きく、福岡市
圏域へ転出超過、朝倉圏域及び有明圏域から転入超過となっています。八女・筑後圏域から
の転入超過幅が縮小しています。県外移動は、九州･山口圏以外は転出超過となっています。 

図１ 男女・年齢階級・方面別純移動の状況（2020 年）（久留米圏域） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：内閣官房まち･ひと･しごと創生本部事務局資料をもとに作成 
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域内移動 転入 転出
純移動

（転入-転出）
域内移動 転入 転出

純移動
（転入-転出）

北 九 州 市 圏 域 448 445 3 419 447 -28 
遠 賀 ･ 中 間 圏 域 39 37 2 47 44 3
京 築 圏 域 69 62 7 75 75 0
福 岡 市 圏 域 1,792 2,269 -477 1,827 2,447 -620 
筑 紫 圏 域 1,049 1,063 -14 1,069 1,030 39
糟 屋 中 南 部 圏 域 185 175 10 176 177 -1 
宗像･糟屋北部圏域 178 193 -15 178 196 -18 
糸 島 圏 域 60 66 -6 63 66 -3 
朝 倉 圏 域 684 556 129 632 554 79
八 女 ･ 筑 後 圏 域 999 879 120 956 901 55

久 留 米 圏 域 久 留 米 圏 域 1,994 1,866
有 明 圏 域 856 652 204 793 640 153
直 方 ･ 鞍 手 圏 域 47 34 13 46 44 2
飯 塚 ･ 嘉 穂 圏 域 139 124 16 113 125 -13 
田 川 圏 域 48 44 4 51 41 10
東 京 圏 1,399 1,728 -329 1,413 1,701 -288 
中 部 406 506 -100 448 476 -28 
関 西 722 820 -99 646 794 -148 
九 州 ・ 山 口 4,364 4,002 362 4,429 4,161 268
そ の 他 県 外 744 875 -132 823 866 -44 

計 14,231 14,530 -300 15,401 15,983 -582 
県内計 6,596 6,599 -3 7,643 7,984 -342 
県外計 7,635 7,931 -296 7,758 7,999 -240 

  資料：総務省「住民基本台帳人口移動報告」

圏域名 転出入の相手方
2015～17年平均 2018～20年平均

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料：内閣官房まち･ひと･しごと創生本部事務局資料をもとに作成 

 
 
 

表２ ３ヶ年平均の方面別純移動の状況（外国人を除く）（久留米圏域） 
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（％）

13,575 100.0 180,975 100.0 7.5 14,063 100.0 198,080 100.0 7.1

１次産業 324 2.4 1,348 0.7 24.0 377 2.7 1,598 0.8 23.6

２次産業 2,909 21.4 35,841 19.8 8.1 2,707 19.3 40,513 20.5 6.7

３次産業 10,237 75.4 142,514 78.7 7.2 10,859 77.2 154,591 78.0 7.0

全体

資料：県「市町村民経済計算」2018年度　　※割合の合計が100.0とならないのは輸入品に係る税・関税等があるため

久留米圏域

2013年度 2018年度

域内総生産

ＧＲＰ

（億円）

(A)

（参考）

県内総生産

ＧＲＰ

（億円）

(B)

対全県

ｼｪｱ（%）

(A)/(B)

域内総生産

ＧＲＰ

（億円）

(A)

（参考）

県内総生産

ＧＲＰ
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(B)

対全県

ｼｪｱ（%）

(A)/(B)

③ 産業構造 

道路、鉄道の広域交通網の結節点であり、人口・企業集積が進んでいることから、卸売業・
小売業やサービス業全般等の第３次産業が発展しており、就業者の８割（７９%）を占めてい
ます。 
特に医療・福祉に従事する者の割合が全国平均の約１．５倍となっています。 
また、第１次産業は、県内生産額のシェアが２３．６%と１５圏域の中で最高となっています。 
 

図２ 従業者数特化係数（対全国）・従業者数域内構成比の状況（久留米圏域） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：総務省「経済センサス-活動調査」2016年をもとに作成 

 

 

 

表３ 域内生産額の状況（久留米圏域） 
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資料：県「市町村民経済計算」2018年度　　※割合の合計が100.0とならないのは輸入品に係る税・関税等があるため
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③ 産業構造 

道路、鉄道の広域交通網の結節点であり、人口・企業集積が進んでいることから、卸売業・
小売業やサービス業全般等の第３次産業が発展しており、就業者の８割（７９%）を占めてい
ます。 
特に医療・福祉に従事する者の割合が全国平均の約１．５倍となっています。 
また、第１次産業は、県内生産額のシェアが２３．６%と１５圏域の中で最高となっています。 
 

図２ 従業者数特化係数（対全国）・従業者数域内構成比の状況（久留米圏域） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：総務省「経済センサス-活動調査」2016年をもとに作成 

 

 

 

表３ 域内生産額の状況（久留米圏域） 
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ケース 1 
ケース 2 

ケース 3 

2030年に出生率 1.8、2040年に 2.07が実現 
2035年に出生率 1.8、2045年に 2.07が実現 

2040年に出生率 1.8 が実現 

380,000

400,000

420,000

440,000

460,000

2020年 2025年 2030年 2040年

④ 人口推計 

図３ 「人口ビジョン」の前提条件に基づく圏域別の将来展望（久留米圏域） 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
⑤ 地域の主な社会インフラ・地域資源 

○ 九州の交通の要衝 

JR（九州新幹線、鹿児島本線、久大本線）、西鉄（天神大牟田線、甘木線）、甘木鉄道、九
州自動車道や大分自動車道、国道３号などの広域交通基盤が整備され、九州の東西南北を
つなぐ結節点となっており、九州自動車道では、２０１８（平成３０）年度に事業化された「味坂
スマートインターチェンジ」（仮称）の整備が進められています。 
また、西側の高規格道路「有明海沿岸道路」は、大川東インターチェンジから大野島イン 
ターチェンジ間が２０２０（令和２）年度に開通し、県内区間は全線開通となりました。佐賀県
方面の大野島インターチェンジから（仮）諸富インターチェンジ間が２０２２（令和４）年度に開
通する見通しとなっています。 

○ 充実した医療・教育環境 

病院４７施設、一般診療所４４９施設、歯科診療所２８０施設が立地し、人口１０万人あたり
の施設数が福岡県平均及び全国平均を上回るとともに、人口１０万人あたりの医師数につい
ても福岡県平均を上回っており、医療環境が充実しています。 
また、大学・短期大学５校、高等専門学校１校が設置されており、約１万人の学生が在籍し
ているほか、福岡県青少年科学館や２０１６（平成２８）年に開館した久留米シティプラザや久
留米市美術館、２０１８（平成３０）年６月に開館した久留米アリーナといった様々な教育、文化、
スポーツ施設が立地しています。 

○ 豊かな自然と豊富な観光資源 

九州一の大河である筑後川が、宝満川等の多くの支川と合流しながら流れており、平野部
は広大な田園地帯となっています。南東部は「屏風山」と言われる耳納連山の山並みとなって
おり、つづら棚田といった美しい里山も広がっています。筑後川の下流は、有明海の潮汐の影
響を受け汽水域が広がり、生物の貴重な生息地となっています。 
また、江戸時代に整備された薩摩街道や日田街道等のかつての宿場町では、吉井白壁土
蔵の町並みといった歴史的風情を感じることができます。 
農業が盛んであり、野菜や果樹、花木や苗木の産地として知られています。さらに大川家具
をはじめ、久留米絣や籃胎漆器といった伝統ある特産品も多くあります。 

（（２２））圏圏域域のの課課題題  

本圏域は、１０代後半から２０代の若者の転出が顕著であることから、雇用の創出に向けたも

45.3 万人 

ケース 1 40.3 万人 
ケース 2 39.7 万人 
ケース 3 39.4 万人 

[単位：人] 
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のづくり産業や農業といった圏域の強みを活かした産業振興、利便性の高い生活環境づくりな
どによる魅力ある圏域づくりを進め、若い世代の転出抑制・転入促進を図ることが課題です。 
また、高齢化が進んでいることから、健康づくりや地域包括ケアの推進も重要となっています。 

（（３３））施施策策のの方方向向性性  

九州の交通の要衝に位置し、美しい田園風景、筑後川や耳納山麓の豊かな自然に恵まれ、
医療・教育環境が充実し、様々な文化・スポーツ施設や青少年教育施設が立地している地域の
特性を活かし、都市の利便性と田園暮らしを両立できる定住圏域として、また、県南地域の経済、
学術研究、高度医療・災害医療の拠点としての機能を担う圏域として発展していくことが期待さ
れます。 

① 地域の未来を見据えた取組の推進 

圏域に立地する研究機関や大学等との産学官連携を促進し、自動車関連企業等の誘致、
食品・バイオ・メディカル関連産業の振興、創業支援に取り組む必要があります。 
また、若年世代・子育て世代をはじめとした移住・定住の促進を図るため、都市の利便性と
ゆとりある田園暮らしを選択できる地域として、充実した医療・教育環境をはじめ地域の住み
よさや住宅施策等の支援策を広く発信するとともに、住環境や子育て支援の充実に取り組む
ことが求められます。 
併せて、長年行われている地域の豊かな自然や文化・歴史などを活用した体験学習のよう
な取組を通じて子どもたちの郷土への誇りや愛着心を高めるといった、進学や就職等により
地元を離れる若年世代との関わりを持続させるための取組に加え、地域に継続的に多様な
形で関わる関係人口の創出・拡大に向けた取組を進めていくことが求められます。 

② 住み慣れたところで働くことができる地域づくり 

家具・伝統工芸といった地場産業の振興、中心市街地の活性化に取り組むとともに、農林
水産物のブランド化、６次産業化、農商工連携による特産品等開発や輸出の促進による農林
水産業の収益力強化、担い手確保に取り組む必要があります。 

併せて、地元企業の技術力向上、高度産業人材の育成を進めていくため、国立研究開発
法人産業技術総合研究所九州センターが立地する佐賀県鳥栖市とも連携していく必要があ
ります。 
また、森林セラピー、九州オルレ「久留米・高良山コース」、耳納北麓や筑後川の四季折々
の景観、美味しい食材といった多様な観光資源の活用や、体験・交流型観光プログラム「まち
旅博覧会」のような地域の人々との交流を楽しむイベントの開催、文化・スポーツ施設を利用
した MICE の誘致、文化芸術・スポーツによるにぎわいの創出といった観光施策の推進に取
り組むことが求められます。 

③ 長く元気に暮らすことができる地域づくり 

高齢化率が高い状況を踏まえ、健康寿命の延伸に向けた健康づくりの取組を進めていくほ
か、増加している外国人にも暮らしやすく活動しやすいまちづくりへの取組を行う必要があり
ます。 
また、住民協働による資源循環のまちづくりといった地域の特色ある取組の推進や、地域コ 
ミュニティの活性化、空き家の有効活用促進、地域での生活に欠かせないコミュニティバスや
デマンド交通といった地域公共交通の維持・確保に取り組むことが求められます。 

④ 子どもを安心して産み育てることができる地域づくり 

若い世代の結婚・出産・子育ての希望を叶え、出生率の向上、若年世代・子育て世代の更
なる転入促進を図るため、妊娠・出産から子育て期までの切れ目ない支援の充実や、出会 
い・結婚応援に取り組む必要があります。   
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割合

（％）

割合

（％）

割合

（％）

割合

（％）

223,276 100.0 5,101,556 100.0 4.4 211,617 100.0 5,135,214 100.0 4.1

年少人口 25,407 11.5 676,045 13.4 3.8 23,818 11.4 662,179 13.3 3.6

生産年齢人口 121,315 54.8 3,057,855 60.7 4.0 109,251 52.1 2,911,353 58.6 3.8

老年人口 74,627 33.7 1,304,764 25.9 5.7 76,619 36.5 1,395,142 28.1 5.5

うち外国人人口 689 0.3 47,097 0.9 1.5 1,456 0.7 66,699 1.3 2.2

（参考）

全県人口

（人）

(B)

対全県

ｼｪｱ（%）

(A)/(B)

域内人口（人）

資料：総務省「国勢調査」による2015年10月1日、2020年10月1日人口　　　　※「割合」 = 「年少・生産年齢・老年人口÷域内人口(年齢不詳分を除く)」

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 = 「外国人人口÷域内人口」

有明圏域

2015年 2020年

域内人口

（人）

(A)

（参考）

全県人口

（人）

(B)

対全県

ｼｪｱ（%）

(A)/(B)

域内人口

（人）

(A)

12 有明圏域 （大牟田市、柳川市、みやま市）

（（１１））現現状状分分析析

① 人口構造

２０２０年の総人口は約２１．２万人で、県全体の４．１%を占めています。
県平均に比べ、年少人口、生産年齢人口の割合が低く、高齢化率は約３７%と高くなってい
ます。
２０１５年に比べ、年少人口、生産年齢人口が減少し、老年人口は増加しています。

表１ 総人口、年齢３区分別人口、外国人人口と県内に占める割合（有明圏域）

② 人口動態

０～４歳の転入超過から、一定の子育て世代の転入（主に福岡都市圏）がうかがわれます。
進学年代の１０代後半で転出超過となっており、就職時期にあたる２０代前半で福岡都市
圏及び東京圏を中心に転出超過が顕著です。
５０代前半、６０代～７０代前半で東京圏及び九州･山口圏を中心に小規模ながら転入超
過となっています。
総じて、県内移動は、福岡市圏域及び久留米圏域との間で大きく、ともに転出超過が継続
しています。県外移動は東京圏を中心に大きく転出超過となっており、九州･山口圏は転入超
過となっています。

図１ 男女・年齢階級・方面別純移動の状況（2020 年）（有明圏域）

資料：内閣官房まち･ひと･しごと創生本部事務局資料をもとに作成

第
５
章

12
有
明
圏
域



295

域内移動 転入 転出
純移動

（転入-転出）
域内移動 転入 転出

純移動
（転入-転出）

北 九 州 市 圏 域 125 153 -28 106 153 -47 
遠 賀 ･ 中 間 圏 域 9 16 -7 14 17 -3 
京 築 圏 域 20 32 -12 22 33 -10 
福 岡 市 圏 域 549 864 -315 537 884 -347 
筑 紫 圏 域 168 199 -31 172 210 -38 
糟 屋 中 南 部 圏 域 56 65 -10 53 55 -1 
宗像･糟屋北部圏域 42 71 -29 54 62 -8 
糸 島 圏 域 16 28 -12 17 22 -5 
朝 倉 圏 域 31 31 0 31 29 2
八 女 ･ 筑 後 圏 域 281 343 -62 276 389 -114 
久 留 米 圏 域 652 856 -204 640 793 -153 

有 明 圏 域 有 明 圏 域 678 652
直 方 ･ 鞍 手 圏 域 9 13 -4 16 13 3
飯 塚 ･ 嘉 穂 圏 域 30 32 -2 27 29 -2 
田 川 圏 域 11 9 3 10 11 -1 
東 京 圏 411 661 -250 418 635 -217 
中 部 142 215 -73 143 163 -19 
関 西 221 294 -73 186 272 -87 
九 州 ・ 山 口 1,611 1,481 130 1,545 1,438 107
そ の 他 県 外 211 252 -41 227 230 -3 

計 4,595 5,614 -1,019 4,914 5,857 -944 
県内計 1,999 2,711 -712 2,395 3,119 -724 
県外計 2,596 2,903 -307 2,519 2,738 -219 

  資料：総務省「住民基本台帳人口移動報告」

圏域名 転出入の相手方
2015～17年平均 2018～20年平均

資料：内閣官房まち･ひと･しごと創生本部事務局資料をもとに作成

表２ ３ヶ年平均の方面別純移動の状況（外国人を除く）（有明圏域）
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表２ ３ヶ年平均の方面別純移動の状況（外国人を除く）（有明圏域）
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割合

（％）

割合

（％）

割合

（％）

割合

（％）

6,659 100.0 180,975 100.0 3.7 6,909 100.0 198,080 100.0 3.5

１次産業 195 2.9 1,348 0.7 14.5 247 3.6 1,598 0.8 15.5

２次産業 1,736 26.1 35,841 19.8 4.8 1,869 27.0 40,513 20.5 4.6

３次産業 4,678 70.3 142,514 78.7 3.3 4,740 68.6 154,591 78.0 3.1

対全県

ｼｪｱ（%）

(A)/(B)

全体

資料：県「市町村民経済計算」2018年度　　※割合の合計が100.0とならないのは輸入品に係る税・関税等があるため

有明圏域

2013年度 2018年度

域内総生産

ＧＲＰ

（億円）

(A)

（参考）

県内総生産

ＧＲＰ

（億円）

(B)

対全県

ｼｪｱ（%）

(A)/(B)

域内総生産

ＧＲＰ

（億円）

(A)

（参考）

県内総生産

ＧＲＰ

（億円）

(B)

③ 産業構造 

医療・福祉に従事する者の割合が全国平均と比べて約１．８倍と高く、就業者の２割強  
（２３%）を占めています。 
また、のり養殖などが盛んなことから、第１次産業は、県内生産額のシェアが１５．５%と１５

圏域の中で２位となっています。 
 

図２ 従業者数特化係数（対全国）・従業者数域内構成比の状況（有明圏域） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：総務省「経済センサス-活動調査」2016年をもとに作成 

 

 

 

表３ 域内生産額の状況（有明圏域） 
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ケース 1 
ケース 2 

ケース 3 

2030年に出生率 1.8、2040年に 2.07が実現 
2035年に出生率 1.8、2045年に 2.07が実現 

2040年に出生率 1.8 が実現 

160,000

180,000

200,000

220,000

2020年 2025年 2030年 2040年

④ 人口推計 

図３ 「人口ビジョン」の前提条件に基づく圏域別の将来展望（有明圏域） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑤ 地域の主な社会インフラ・地域資源 

○ 充実する産業インフラ 

三池の石炭は江戸時代の１７００年代から採掘が行われ、周辺では重化学工業が発展し
ました。石炭積出港として利用されてきた三池港は、現在、県が管理する重要港湾として、コン
テナ物流や船舶の大型化に対応した整備が進められています。 
また、東側と西側にそれぞれ九州自動車道と有明海沿岸道路といった高規格道路が走り、
その間は幹線道路で結ばれており、JR（九州新幹線、鹿児島本線）、西鉄（天神大牟田線）
の鉄道や、給水能力７４，４００㎥／日の大牟田工業用水道が整備され、産業インフラが充実
しています。 

○ 世界文化遺産となった「三池炭鉱・三池港」 

２０１５（平成２７）年に「明治日本の産業革命遺産製鉄・製鋼、造船、石炭産業」の構成資
産として世界文化遺産に登録された三池炭鉱・三池港は、三池炭鉱が民営化されて初めて
開坑された「宮原坑」、大型船による石炭の積出しを可能にした「三池港」、各坑口と三池港
を結ぶ「三池炭鉱専用鉄道敷跡」などからなり、大牟田市の石炭産業科学館では炭鉱の歴
史を学ぶことができます。 

○ 特徴ある自然、景観、農林水産物 

西側は国内最大の干潟を有し日本一の干満の差を誇る有明海に面し、東側は清水山や
御牧山などの山並み、矢部川下流域には平野が広がっています。桜や紅葉の名所として知ら
れ、国指定名勝「清水寺本坊庭園」がある清水公園は、九州オルレにも認定されています。沖
端川沿いには、大小の掘割が網の目のように築かれ、柳川藩の城下町としての独特の風情
が残っています。 
また、この圏域は古くから干拓地が広がる農業地帯であり、米・麦・大豆を中心に、セロリや
ナスといった野菜、果樹の栽培が盛んです。中山間地は温州ミカンの産地としても知られてお
り、有明海ではのりの養殖が盛んで、日本有数ののりの産地となっています。 

（（２２））圏圏域域のの課課題題  

本圏域は、１０代後半から３０代前半の若者の転出が顕著であることから、地域産業の競争

21.2 万人 
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④ 人口推計 

図３ 「人口ビジョン」の前提条件に基づく圏域別の将来展望（有明圏域） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑤ 地域の主な社会インフラ・地域資源 

○ 充実する産業インフラ 

三池の石炭は江戸時代の１７００年代から採掘が行われ、周辺では重化学工業が発展し
ました。石炭積出港として利用されてきた三池港は、現在、県が管理する重要港湾として、コン
テナ物流や船舶の大型化に対応した整備が進められています。 
また、東側と西側にそれぞれ九州自動車道と有明海沿岸道路といった高規格道路が走り、
その間は幹線道路で結ばれており、JR（九州新幹線、鹿児島本線）、西鉄（天神大牟田線）
の鉄道や、給水能力７４，４００㎥／日の大牟田工業用水道が整備され、産業インフラが充実
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○ 世界文化遺産となった「三池炭鉱・三池港」 
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れ、国指定名勝「清水寺本坊庭園」がある清水公園は、九州オルレにも認定されています。沖
端川沿いには、大小の掘割が網の目のように築かれ、柳川藩の城下町としての独特の風情
が残っています。 
また、この圏域は古くから干拓地が広がる農業地帯であり、米・麦・大豆を中心に、セロリや
ナスといった野菜、果樹の栽培が盛んです。中山間地は温州ミカンの産地としても知られてお
り、有明海ではのりの養殖が盛んで、日本有数ののりの産地となっています。 

（（２２））圏圏域域のの課課題題  

本圏域は、１０代後半から３０代前半の若者の転出が顕著であることから、地域産業の競争
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力を高めていくとともに、製造業や農業・水産業といった多様な産業を推進することで雇用の創
出を図り、若い世代・子育て世代の転出抑制・転入促進を図ることが課題です。 
また、高齢化率が県内でも高いことから、健康づくりや地域包括ケアの推進も重要となってい
ます。 

（（３３））施施策策のの方方向向性性  

化学工業を中心とした製造業を基幹産業に産業都市として発展している大牟田市、豊かな
自然に育まれた農林水産物や観光資源に恵まれた柳川市、みやま市のそれぞれの強みを活か
した産業の活性化と雇用の創出により移住・定住を促進するとともに、隣接する熊本県有明圏
域とも連携しながら、ライフスタイルに応じて暮らし方を選択できる定住圏域として発展していく
ことが期待されます。 

① 地域の未来を見据えた取組の推進 

高規格道路、港湾、工業用地、工業用水といった産業インフラを活かし、企業誘致や研究部
門、本社機能の移転促進に取り組むとともに、創業支援や高等教育機関との連携による人材
育成にも取り組む必要があります。 
また、若年世代・子育て世代をはじめとした移住・定住の促進を図るため、新幹線、JR 在来
線、西鉄による交通の利便性、充実した医療機関や福祉サービス、新鮮な農林水産物、手頃
な不動産価格といった圏域の恵まれた住環境を広く発信するとともに、住環境や子育て支援
の充実に取り組む必要があります。 
併せて、長年行われている地域の豊かな自然や文化・歴史などを活用した体験学習のよう
な取組を通じて子どもたちの郷土への誇りや愛着心を高めるといった、進学や就職等により
地元を離れる若年世代との関わりを持続させるための取組に加え、地域に継続的に多様な
形で関わる関係人口の創出・拡大に向けた取組を進めていくことが求められます。 

② 住み慣れたところで働くことができる地域づくり 

農林水産物のブランド化、６次産業化、農商工連携による特産品等開発やスマート技術の
活用による農林水産業の収益力強化、担い手確保、医療機関や福祉サービス事業所の集積
を活かした産業振興、地元企業の競争力強化、経営基盤強化を通じ、地元産業の活性化と
雇用の創出・拡大に取り組む必要があります。 
また、水郷柳川をはじめ、世界文化遺産の「三池炭鉱・三池港」、清水寺、九州オルレ「みや
ま・清水山コース」、高品質の農産物、有明海の海の幸、うなぎのせいろ蒸しなどの魅力ある
食文化といった地域資源を活用し、更なる広域観光ルートの開発やインバウンド対応といった、
国内外から多くの人が訪れ、観光消費の拡大につながる施策の推進に取り組むことが求め
られます。 

③ 長く元気に暮らすことができる地域づくり 

高齢化率が県内でも高い現状を踏まえ、健康寿命の延伸に向けた健康づくりやスポーツ
振興の取組を進めるとともに、子どもから高齢者まで誰もが暮らしやすく活動しやすいまちづ
くりへの取組を行う必要があります。 
また、生活環境の向上を図る広域幹線道路の整備や空き家の有効活用促進、エネルギー
の地産地消による資源循環型社会の推進といった地域の特色ある取組の推進、中山間地域
における移動手段の確保・充実に向けた取組を行うことが求められます。 

④ 子どもを安心して産み育てることができる地域づくり 

若い世代の結婚・出産・子育ての希望を叶え、出生率の向上、若年世代・子育て世代の転
入促進や定住につながるよう、妊娠・出産から子育て期までの切れ目ない支援の充実や、出
会い・結婚応援に取り組む必要があります。 
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割合

（％）

割合

（％）

割合

（％）

割合

（％）

109,075 100.0 5,101,556 100.0 2.1 104,741 100.0 5,135,214 100.0 2.0

年少人口 13,462 12.4 676,045 13.4 2.0 12,735 12.2 662,179 13.3 1.9

生産年齢人口 59,687 54.8 3,057,855 60.7 2.0 54,050 51.8 2,911,353 58.6 1.9

老年人口 35,687 32.8 1,304,764 25.9 2.7 37,585 36.0 1,395,142 28.1 2.7

うち外国人人口 898 0.8 47,097 0.9 1.9 1,313 1.3 66,699 1.3 2.0

（参考）

全県人口

（人）

(B)

対全県

ｼｪｱ（%）

(A)/(B)

域内人口（人）

資料：総務省「国勢調査」による2015年10月1日、2020年10月1日人口　　　　※「割合」 = 「年少・生産年齢・老年人口÷域内人口(年齢不詳分を除く)」

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 = 「外国人人口÷域内人口」

直方・鞍手圏域

2015年 2020年

域内人口

（人）

(A)

（参考）

全県人口

（人）

(B)

対全県

ｼｪｱ（%）

(A)/(B)

域内人口

（人）

(A)

13 直方・鞍手圏域 （直方市、宮若市、小竹町、鞍手町）

（（１１））現現状状分分析析
① 人口構造

２０２０年の総人口は約１０．５万人で、県全体の２．０%を占めています。
県平均に比べ、年少人口、生産年齢人口の割合が低く、高齢化率は約３６%と高くなってい
ます。
２０１５年に比べ、年少人口、生産年齢人口が減少し、老年人口は増加しています。

表１ 総人口、年齢３区分別人口、外国人人口と県内に占める割合（直方・鞍手圏域）

② 人口動態

進学年代の１０代後半で福岡都市圏及び東京圏を中心に転出超過となっており、就職時
期にあたる２０代前半で福岡都市圏及び東京圏を中心に転出超過が顕著です。
総じて、県内移動は、北九州市圏域との間で大きく、転出入はほぼ均衡しており、福岡市圏
域及び宗像・糟屋北部圏域へ大きく転出超過となっています。県外移動は東京圏及び関西
圏への転出超過以外は小規模です。

図１ 男女・年齢階級・方面別純移動の状況（2020 年）（直方・鞍手圏域）

資料：内閣官房まち･ひと･しごと創生本部事務局資料をもとに作成
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（（１１））現現状状分分析析
① 人口構造

２０２０年の総人口は約１０．５万人で、県全体の２．０%を占めています。
県平均に比べ、年少人口、生産年齢人口の割合が低く、高齢化率は約３６%と高くなってい
ます。
２０１５年に比べ、年少人口、生産年齢人口が減少し、老年人口は増加しています。

表１ 総人口、年齢３区分別人口、外国人人口と県内に占める割合（直方・鞍手圏域）

② 人口動態

進学年代の１０代後半で福岡都市圏及び東京圏を中心に転出超過となっており、就職時
期にあたる２０代前半で福岡都市圏及び東京圏を中心に転出超過が顕著です。
総じて、県内移動は、北九州市圏域との間で大きく、転出入はほぼ均衡しており、福岡市圏
域及び宗像・糟屋北部圏域へ大きく転出超過となっています。県外移動は東京圏及び関西
圏への転出超過以外は小規模です。

図１ 男女・年齢階級・方面別純移動の状況（2020 年）（直方・鞍手圏域）

資料：内閣官房まち･ひと･しごと創生本部事務局資料をもとに作成
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域内移動 転入 転出
純移動

（転入-転出）
域内移動 転入 転出

純移動
（転入-転出）

北 九 州 市 圏 域 696 682 14 664 654 10
遠 賀 ･ 中 間 圏 域 257 258 -1 253 237 15
京 築 圏 域 56 62 -6 61 61 0
福 岡 市 圏 域 305 424 -120 269 412 -143 
筑 紫 圏 域 64 63 0 58 64 -6 
糟 屋 中 南 部 圏 域 57 81 -24 61 88 -27 
宗像･糟屋北部圏域 178 319 -141 184 281 -97 
糸 島 圏 域 18 7 10 13 4 9
朝 倉 圏 域 15 15 0 12 18 -6 
八 女 ･ 筑 後 圏 域 10 17 -7 12 8 5
久 留 米 圏 域 34 47 -13 44 46 -2 
有 明 圏 域 13 9 4 13 16 -3 

直方・鞍手圏域 直 方 ･ 鞍 手 圏 域 546 548
飯 塚 ･ 嘉 穂 圏 域 357 340 17 348 318 30
田 川 圏 域 266 196 70 248 215 32
東 京 圏 180 242 -62 148 224 -77 
中 部 76 80 -4 63 79 -16 
関 西 114 149 -35 106 144 -38 
九 州 ・ 山 口 384 340 45 354 344 11
そ の 他 県 外 122 111 11 98 104 -6 

計 3,201 3,442 -241 3,008 3,318 -310 
県内計 2,325 2,521 -195 2,239 2,422 -183 
県外計 875 921 -46 769 896 -126 

  資料：総務省「住民基本台帳人口移動報告」

圏域名 転出入の相手方
2015～17年平均 2018～20年平均

資料：内閣官房まち･ひと･しごと創生本部事務局資料をもとに作成

表２ ３ヶ年平均の方面別純移動の状況（外国人を除く）（直方・鞍手圏域）
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製
造
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直方・鞍手圏域

割合

（％）

割合

（％）

割合

（％）

割合

（％）

3,780 100.0 180,975 100.0 2.1 4,927 100.0 198,080 100.0 2.5

１次産業 36 1.0 1,348 0.7 2.7 45 0.9 1,598 0.8 2.8

２次産業 1,509 39.9 35,841 19.8 4.2 2,582 52.4 40,513 20.5 6.4

３次産業 2,213 58.5 142,514 78.7 1.6 2,279 46.2 154,591 78.0 1.5

（参考）

県内総生産

ＧＲＰ

（億円）

(B)

対全県

ｼｪｱ（%）

(A)/(B)

全体

資料：県「市町村民経済計算」2018年度　　※割合の合計が100.0とならないのは輸入品に係る税・関税等があるため

直方・鞍手圏域

2013年度 2018年度

域内総生産

ＧＲＰ

（億円）

(A)

（参考）

県内総生産

ＧＲＰ

（億円）

(B)

対全県

ｼｪｱ（%）

(A)/(B)

域内総生産

ＧＲＰ

（億円）

(A)

③ 産業構造 

自動車産業が集積していることから、製造業に従事する者の割合が全国平均の約２．４倍
と高く、就業者のシェアも４割（３８%）を占め、１５圏域の中で最高となっています。 
第２次産業は域内総生産額の半分以上（５２．４%）を占めており、５年前と比較すると生産
額が大きく上昇しています。 

 

図２ 従業者数特化係数（対全国）・従業者数域内構成比の状況（直方・鞍手圏域） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：総務省「経済センサス-活動調査」2016年をもとに作成 

 

 

 

表３ 域内生産額の状況（直方・鞍手圏域） 
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割合

（％）

割合

（％）

割合

（％）

割合

（％）

3,780 100.0 180,975 100.0 2.1 4,927 100.0 198,080 100.0 2.5

１次産業 36 1.0 1,348 0.7 2.7 45 0.9 1,598 0.8 2.8

２次産業 1,509 39.9 35,841 19.8 4.2 2,582 52.4 40,513 20.5 6.4

３次産業 2,213 58.5 142,514 78.7 1.6 2,279 46.2 154,591 78.0 1.5

（参考）

県内総生産

ＧＲＰ

（億円）

(B)

対全県

ｼｪｱ（%）

(A)/(B)

全体

資料：県「市町村民経済計算」2018年度　　※割合の合計が100.0とならないのは輸入品に係る税・関税等があるため

直方・鞍手圏域

2013年度 2018年度

域内総生産

ＧＲＰ

（億円）

(A)

（参考）

県内総生産

ＧＲＰ

（億円）

(B)

対全県

ｼｪｱ（%）

(A)/(B)

域内総生産

ＧＲＰ

（億円）

(A)

③ 産業構造 

自動車産業が集積していることから、製造業に従事する者の割合が全国平均の約２．４倍
と高く、就業者のシェアも４割（３８%）を占め、１５圏域の中で最高となっています。 
第２次産業は域内総生産額の半分以上（５２．４%）を占めており、５年前と比較すると生産
額が大きく上昇しています。 

 

図２ 従業者数特化係数（対全国）・従業者数域内構成比の状況（直方・鞍手圏域） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：総務省「経済センサス-活動調査」2016年をもとに作成 

 

 

 

表３ 域内生産額の状況（直方・鞍手圏域） 
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ケース 1 
ケース 2 

ケース 3 

2030年に出生率 1.8、2040年に 2.07が実現 
2035年に出生率 1.8、2045年に 2.07が実現 

2040年に出生率 1.8 が実現 

80,000

90,000

100,000

110,000

2020年 2025年 2030年 2040年

④ 人口推計 

図３ 「人口ビジョン」の前提条件に基づく圏域別の将来展望（直方・鞍手圏域） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

⑤ 地域の主な社会インフラ・地域資源 

○ 北九州市圏域、福岡市圏域への良好な交通アクセス 

JR（福北ゆたか線）、筑豊電気鉄道、平成筑豊鉄道、九州自動車道の若宮インターチェン
ジ・宮田スマートインターチェンジ・鞍手インターチェンジ・八幡インターチェンジ、北九州都市
高速の金剛インターチェンジ、国道（２００号、２１１号）などの交通網により、北九州市・福岡市
へのアクセスは良好で、特に北九州市へは 1時間以内の通勤圏となっています。 

○ 自動車関連産業を中心とした産業集積 

トヨタ自動車九州㈱を中心とする自動車関連産業、従前の石炭産業に端を発する鋳造・鍛
造・製缶を主とした機械金属関連産業、IC 関連産業など、「ものづくりのまち」として幅広い
産業集積が進み、県内でも有数の工業集積地となっています。 
これら産業の活動支援を行う機関として、直鞍産業振興センターADOX 福岡、中小企業大
学校直方校が立地しています。 

○ 身近に楽しめる自然や観光資源 

福智山系、三郡山系に囲まれた自然豊かな圏域であり、遠賀川流域に整備されたサイクリ
ングロード（飯塚直方自転車道、直方北九州自転車道）やオートキャンプ場、学習ビオトープ※

など、身近に自然を楽しめる環境が整っているほか、国史跡の竹原古墳や奈良時代からの歴
史をもつ脇田温泉、髙取焼といった地域資源が豊富にあります。 
また、２０１８（平成３０）年１０月に、飯塚市の「目尾（しゃかのお）炭坑跡」、田川市の「三井
田川鉱業所伊田坑跡」とともに、国史跡（筑豊炭田遺跡群）として指定された直方市の「旧
筑豊石炭鉱業組合直方会議所及び救護練習所模擬坑道」など、貴重な炭鉱関連遺産が残
されています。 
※ 本来その地域にすむさまざまな野生生物が生息することができる空間のこと。 

    

10.5 万人 

ケース 1 8.4 万人 
ケース 2 8.4 万人 
ケース 3 8.3 万人 

[単位：人] 
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（（22））圏圏域域のの課課題題  

本圏域は、１０代後半から４０代前半の幅広い世代で主に東京圏や福岡都市圏への転出超
過がみられることから、魅力ある雇用の場の創出や子育て・教育環境の充実による、若い世代・
子育て世代の転出抑制・転入促進を図ることが喫緊の課題です。 
また、高齢化率が県内でも高いことから、健康づくりや地域包括ケアの推進も重要となってい
ます。 

（（３３））施施策策のの方方向向性性  

石炭産業が残した伝統的な鉄工業、自動車関連産業等の集積による恵まれた雇用環境に
加え、北九州市圏域への利便性の良さを活かし、若年世代の転出抑制を図るとともに、職住近
接型の定住圏域として発展していくことが期待されます。 

① 地域の未来を見据えた取組の推進 

自動車関連産業の集積を活かし、企業の立地促進を図るとともに、圏域内立地企業の従
業員の地元居住や若年世代・子育て世代をはじめとした移住・定住の促進を図るため、安定
した雇用、医療・福祉サービスの充実、手頃な家賃や不動産価格、北九州市・福岡市への良
好なアクセスといった圏域の住みやすい住環境を広く発信するとともに、住環境や子育て支
援・教育環境の充実に取り組む必要があります。 
また、生きる力や郷土に対する愛着と誇りを育み、未来を切り拓く力を持った人材を育成す
るといった特色ある教育カリキュラムの充実、進学や就職等により地元を離れる若年世代との
関わりを持続させるための取組に加え、地域に継続的に多様な形で関わる関係人口の創
出・拡大に向けた取組を進めていくことが求められます。 

② 住み慣れたところで働くことができる地域づくり 

地元中小企業の取引拡大、経営基盤強化、中小企業大学校直方校を活用した技術力・経
営力の向上を図るとともに、農産物のブランド化、６次産業化による農林業の収益力強化、担
い手確保を通じ、地元産業の活性化と雇用の創出・拡大に取り組む必要があります。 
また、ものづくりの技術や炭鉱関連遺産、温泉、果樹園、歴史文化といった様々な地域資源
を活用し、周遊観光や観光消費の拡大につながる施策の推進に取り組むことが求められます。 

③ 長く元気に暮らすことができる地域づくり 

高齢化率が県内でも高い現状を踏まえ、健康寿命の延伸に向けた健康づくりの取組を進
めるとともに、福智山などでの登山や遠賀川沿いのサイクリングといった豊かな自然を活用し
たスポーツを通して、地域の活性化に取り組む必要があります。 
また、北九州市圏域への交通利便性が高いという特長を活かし、定住圏域としての魅力的

で住みよい地域づくりをさらに向上させるため、効率的かつ利便性の高い地域公共交通の
整備を進めるほか、地域コミュニティの強化に取り組むことが求められます。 

④ 子どもを安心して産み育てることができる地域づくり 

若い世代の結婚・出産・子育ての希望を叶え、出生率の向上、若年世代・子育て世代の転
入促進や定住につながるよう、妊娠・出産から子育て期までの切れ目ない支援の充実や、出
会い・結婚応援、教育環境の充実に取り組む必要があります。 
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割合

（％）

割合

（％）

割合

（％）

割合

（％）

181,385 100.0 5,101,556 100.0 3.6 174,715 100.0 5,135,214 100.0 3.4

年少人口 22,479 12.5 676,045 13.4 3.3 21,726 12.6 662,179 13.3 3.3

生産年齢人口 102,685 57.0 3,057,855 60.7 3.4 92,627 53.6 2,911,353 58.6 3.2

老年人口 55,103 30.6 1,304,764 25.9 4.2 58,590 33.9 1,395,142 28.1 4.2

うち外国人人口 1,218 0.7 47,097 0.9 2.6 1,571 0.9 66,699 1.3 2.4

対全県

ｼｪｱ（%）

(A)/(B)

域内人口

（人）

(A)

（参考）

全県人口

（人）

(B)

対全県

ｼｪｱ（%）

(A)/(B)

飯塚・嘉穂圏域

2015年 2020年

域内人口

（人）

(A)

（参考）

全県人口

（人）

(B)

域内人口（人）

資料：総務省「国勢調査」による2015年10月1日、2020年10月1日人口　　　　※「割合」 = 「年少・生産年齢・老年人口÷域内人口(年齢不詳分を除く)」

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 = 「外国人人口÷域内人口」

14 飯塚・嘉穂圏域 （飯塚市、嘉麻市、桂川町）

（（１１））現現状状分分析析

① 人口構造

２０２０年の総人口は約１７．５万人で、県全体の３．４%を占めています。
県平均に比べ、年少人口、生産年齢人口の割合が低く、高齢化率は３４%と高くなっていま
す。
２０１５年に比べ、年少人口、生産年齢人口が減少し、老年人口は増加しています。

表１ 総人口、年齢３区分別人口、外国人人口と県内に占める割合（飯塚・嘉穂圏域）

② 人口動態

大学等の立地により進学年代の１０代後半で転入超過となっています。
就職時期にあたる２０代前半で福岡都市圏及び東京圏を中心に転出超過が顕著です。
３０代後半～４０代前半と定年退職の時期にあたる６０代前後で転入超過となっています。
総じて、県内移動は、福岡市圏域との間で大きく、転出超過となっており、田川圏域からの
転入超過が継続しています。県外移動は九州・山口圏からの転入超過が転出超過に転じ、東
京圏への転出超過が拡大しています。

図１ 男女・年齢階級・方面別純移動の状況（2020 年）（飯塚・嘉穂圏域）

資料：内閣官房まち･ひと･しごと創生本部事務局資料をもとに作成

第
５
章

14
飯
塚
・
嘉
穂
圏
域



305

域内移動 転入 転出
純移動

（転入-転出）
域内移動 転入 転出

純移動
（転入-転出）

北 九 州 市 圏 域 352 389 -37 319 396 -77 
遠 賀 ･ 中 間 圏 域 55 76 -22 71 67 4
京 築 圏 域 77 91 -15 75 66 9
福 岡 市 圏 域 661 911 -250 639 935 -296 
筑 紫 圏 域 170 191 -21 161 182 -21 
糟 屋 中 南 部 圏 域 187 230 -44 190 263 -74 
宗像･糟屋北部圏域 93 158 -65 117 174 -57 
糸 島 圏 域 18 25 -8 23 23 -1 
朝 倉 圏 域 27 31 -4 38 41 -3 
八 女 ･ 筑 後 圏 域 23 21 2 23 22 1
久 留 米 圏 域 124 139 -16 125 113 13
有 明 圏 域 32 30 2 29 27 2
直 方 ･ 鞍 手 圏 域 340 357 -17 318 348 -30 

飯塚・嘉穂圏域 飯 塚 ･ 嘉 穂 圏 域 1,367 1,265
田 川 圏 域 518 360 158 513 365 148
東 京 圏 307 472 -165 293 484 -190 
中 部 115 145 -29 127 117 10
関 西 219 260 -41 230 251 -21 
九 州 ・ 山 口 817 697 120 714 725 -11 
そ の 他 県 外 192 207 -15 207 207 -1 

計 4,325 4,791 -466 4,211 4,806 -595 
県内計 2,675 3,010 -336 2,640 3,021 -381 
県外計 1,650 1,781 -130 1,571 1,785 -213 

  資料：総務省「住民基本台帳人口移動報告」

圏域名 転出入の相手方
2015～17年平均 2018～20年平均

資料：内閣官房まち･ひと･しごと創生本部事務局資料をもとに作成

表２ ３ヶ年平均の方面別純移動の状況（外国人を除く）（飯塚・嘉穂圏域）
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関 西 219 260 -41 230 251 -21 
九 州 ・ 山 口 817 697 120 714 725 -11 
そ の 他 県 外 192 207 -15 207 207 -1 

計 4,325 4,791 -466 4,211 4,806 -595 
県内計 2,675 3,010 -336 2,640 3,021 -381 
県外計 1,650 1,781 -130 1,571 1,785 -213 

  資料：総務省「住民基本台帳人口移動報告」

圏域名 転出入の相手方
2015～17年平均 2018～20年平均

資料：内閣官房まち･ひと･しごと創生本部事務局資料をもとに作成

表２ ３ヶ年平均の方面別純移動の状況（外国人を除く）（飯塚・嘉穂圏域）
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（％）
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（％）
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（％）

4,884 100.0 180,975 100.0 2.7 5,398 100.0 198,080 100.0 2.7

１次産業 48 1.0 1,348 0.7 3.6 59 1.1 1,598 0.8 3.7

２次産業 1,008 20.6 35,841 19.8 2.8 1,078 20.0 40,513 20.5 2.7

３次産業 3,789 77.6 142,514 78.7 2.7 4,214 78.1 154,591 78.0 2.7

域内総生産
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(A)

（参考）
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ＧＲＰ

（億円）

(B)
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ｼｪｱ（%）

(A)/(B)

全体

資料：県「市町村民経済計算」2018年度　　※割合の合計が100.0とならないのは輸入品に係る税・関税等があるため

飯塚・嘉穂圏域

2013年度 2018年度

域内総生産

ＧＲＰ

（億円）

(A)

（参考）

県内総生産

ＧＲＰ

（億円）

(B)

対全県

ｼｪｱ（%）

(A)/(B)

③ 産業構造 

生活関連サービス業・娯楽業、教育・学習支援業、医療・福祉に従事する者の割合が全国
平均を超え、これらの業種で就業者の３分の１（３３%）を占めています。 
特に、医療、福祉の就業者の割合は全国平均の約１．７倍となっています。 
 

図２ 従業者数特化係数（対全国）・従業者数域内構成比の状況（飯塚・嘉穂圏域） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：総務省「経済センサス-活動調査」2016年をもとに作成 

 

 

 

表３ 域内生産額の状況（飯塚・嘉穂圏域） 
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ケース 1 
ケース 2 

ケース 3 

2030年に出生率 1.8、2040年に 2.07が実現 
2035年に出生率 1.8、2045年に 2.07が実現 

2040年に出生率 1.8 が実現 
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④ 人口推計 

図３ 「人口ビジョン」の前提条件に基づく圏域別の将来展望（飯塚・嘉穂圏域） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

⑤ 地域の主な社会インフラ・地域資源 

○ 福岡市圏域、北九州市圏域への良好な交通アクセス 

JR（福北ゆたか線）、国道（２００号、２０１号、２１１号、３２２号）などの交通網により、福岡
都市圏や北九州都市圏への交通アクセスは良好で、福岡市へは１時間程度の通勤圏となっ
ています。 
また、国道２０１号八木山バイパスは、篠栗インターチェンジから筑穂インターチェンジ間が 
２０２４（令和６）年度、筑穂インターチェンジから穂波東インターチェンジ間が２０２９（令和１１）
年度開通に向け４車線化事業が着手されています。 

○ 豊富なスポーツ関連資源 

２０２１（令和３年）年３月末現在、九州で４か所しか認定されていない日本山岳遺産の「嘉
穂アルプス」での登山をはじめ、筑豊緑地やいいづかスポーツリゾート、ボルダリング施設
「K-WALL」、ゆのうら体験の杜といった、数多くのスポーツ関連施設があります。 
さらに、２０１８（平成３０）年度に障がい者スポーツとして初めてとなる「天皇杯」「皇后杯」
が下賜された飯塚国際車いすテニス大会をはじめ、ツール・ド・KAMA やふくおか子ども駅伝
in 嘉麻など数多くのスポーツ大会も開催されています。 

○ 古くからの様々な発展を示す歴史的遺産 

街道沿いには様々な甘いものが生み出されてきたことから別名「シュガーロード」と呼ばれ
ている長崎街道が通り、江戸時代の宿場町も２つ（飯塚宿・内野宿）ある本圏域には、菓子文
化が発展し、現在でも全国的な知名度を持つお菓子が数多く存在しています。 
また、筑豊における石炭産業の歴史と石炭産業に関わった炭鉱経営者の人生を物語る旧
伊藤伝右衛門邸をはじめ、２０１８（平成３０）年１０月に、直方市の「旧筑豊石炭鉱業組合直
方会議所及び救護練習所模擬坑道」、田川市の「三井田川鉱業所伊田坑跡」とともに、国史
跡（筑豊炭田遺跡群）として指定された飯塚市の「目尾（しゃかのお）炭坑跡」など、貴重な
炭鉱関連遺産が残されています。 

 

17.5 万人 

ケース 1 14.7 万人 
ケース 2 14.5 万人 
ケース 3 14.4 万人 

[単位：人] 
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図３ 「人口ビジョン」の前提条件に基づく圏域別の将来展望（飯塚・嘉穂圏域） 
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街道沿いには様々な甘いものが生み出されてきたことから別名「シュガーロード」と呼ばれ
ている長崎街道が通り、江戸時代の宿場町も２つ（飯塚宿・内野宿）ある本圏域には、菓子文
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（（２２））圏圏域域のの課課題題  

本圏域は、２０代の若い世代の転出が顕著であることから、魅力ある雇用の場を創出するとと
もに、子育てや教育環境の充実を進め、若い世代・子育て世代の転出抑制・転入促進を図るこ
とが喫緊の課題です。 
また、高齢化が進んでいることから、健康づくりや地域包括ケアの推進のほか、日常生活にお
ける移動手段の確保のため、圏域全体として効果的・効率的な交通ネットワークの再構築を進
めていくことも重要となっています。 

（（３３））施施策策のの方方向向性性  

新産業育成・集積による地元雇用の拡大により、若年世代の転出抑制を図るとともに、福岡
市圏域、北九州市圏域への良好な交通アクセスを活かし、生活利便性の高い定住圏域として
発展していくことが期待されます。 

① 地域の未来を見据えた取組の推進 

九州工業大学情報工学部や近畿大学産業理工学部、飯塚リサーチパークなどの研究開
発機能が立地している強みを活かし、ブロックチェーンなど IT 産業の振興、企業の誘致、起
業家の育成、医工学連携の推進による新産業の育成・集積に取り組む必要があります。 
また、若年世代・子育て世代をはじめとした移住・定住の促進を図るため、福岡・北九州両
都市圏への交通アクセスの良さ、医療機関やサービス産業の充実、手頃な家賃や不動産価
格といった圏域の住みやすい住環境を広く発信するとともに、住環境や子育て支援・教育環
境の充実に取り組む必要があります。 
併せて、進学や就職等により地元を離れる若年世代との関わりを持続させるための取組や、
地域に継続的に多様な形で関わる関係人口の創出・拡大に向けた取組を進めていくことが
求められます。 

② 住み慣れたところで働くことができる地域づくり 

農産物のブランド化、６次産業化による農林業の収益力強化、担い手確保、中小企業の経
営基盤強化を通じ、地元産業の活性化と雇用の創出・拡大に取り組む必要があります。 
また、旧伊藤伝右衛門邸、嘉穂劇場といった炭鉱関連遺産、王塚古墳や長崎街道をはじめ
とした歴史資源、飯塚国際車いすテニス大会が開催される筑豊緑地やいいづかスポーツ・リ
ゾート、K－WALL といったスポーツ関連施設、豊かな食文化や農産物といった特色ある地域
資源を活用し、周遊観光や観光消費の拡大につながる施策の推進に取り組むことが求めら
れます。 

③ 長く元気に暮らすことができる地域づくり 

高齢化率が高い現状を踏まえ、健康寿命の延伸に向けた健康づくりの取組を進めるととも
に、嘉穂アルプスでのトレッキング（山歩き）や遠賀川沿いのサイクリングといった豊かな自然
を活用したスポーツを通して、地域の活性化に取り組む必要があります。 
また、誰もが活動しやすいまちづくりを進める観点から、鉄道や民間路線バス、各市町が運
行しているコミュニティバス・福祉バス・デマンド型の乗り合いタクシーといった各種交通機関
を連携させ、効果的・効率的で持続可能な交通ネットワークの構築を進めていくことが求めら
れます。 

④ 子どもを安心して産み育てることができる地域づくり 

若い世代の結婚・出産・子育ての希望を叶え、出生率の向上、若年世代・子育て世代の転
入促進や定住につながるよう、妊娠・出産から子育て期までの切れ目ない支援の充実や、出
会い・結婚応援、多様な保育ニーズへの対応、教育環境の充実に取り組む必要があります。 
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割合

（％）

割合

（％）

割合

（％）

割合

（％）

126,104 100.0 5,101,556 100.0 2.5 117,958 100.0 5,135,214 100.0 2.3

年少人口 15,961 12.7 676,045 13.4 2.4 14,398 12.3 662,179 13.3 2.2

生産年齢人口 67,365 53.5 3,057,855 60.7 2.2 58,479 49.9 2,911,353 58.6 2.0

老年人口 42,530 33.8 1,304,764 25.9 3.3 44,383 37.9 1,395,142 28.1 3.2

うち外国人人口 474 0.4 47,097 0.9 1.0 729 0.6 66,699 1.3 1.1

（参考）

全県人口

（人）

(B)

対全県

ｼｪｱ（%）

(A)/(B)

域内人口（人）

資料：総務省「国勢調査」による2015年10月1日、2020年10月1日人口　　　　※「割合」 = 「年少・生産年齢・老年人口÷域内人口(年齢不詳分を除く)」

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 = 「外国人人口÷域内人口」

田川圏域

2015年 2020年

域内人口

（人）

(A)

（参考）

全県人口

（人）

(B)

対全県

ｼｪｱ（%）

(A)/(B)

域内人口

（人）

(A)

15 田川圏域 （田川市、香春町、添田町、糸田町、川崎町、大任町、赤村、福智町）

（（１１））現現状状分分析析

① 人口構造

２０２０年の総人口は約１１．８万人で、県全体の２．３%を占めています。
県平均に比べ、年少人口、生産年齢人口の割合が低く、高齢化率は約３８%と高くなってい
ます。
２０１５年に比べ、年少人口、生産年齢人口が減少し、老年人口は増加しています。

表１ 総人口、年齢３区分別人口、外国人人口と県内に占める割合（田川圏域）

② 人口動態

進学年代の１０代後半で県内を中心に転出超過となっており、就職時期にあたる２０代前
半で県内及び東京圏を中心に転出超過が顕著です。
２０代後半～５０代前半においても転出超過（主に県内）となっており、６５歳以上の年代で
転入超過（主に福岡都市圏以外の県内）となっています。
総じて、県内移動は、飯塚・嘉穂圏域、北九州市圏域及び福岡市圏域との間で大きく、福
岡市圏域及び飯塚・嘉穂圏域を中心に転出超過が継続し、北九州市圏域では転出入が均
衡しています。県外移動は各圏への小規模な転出超過が継続しています。

図１ 男女・年齢階級・方面別純移動の状況（2020 年）（田川圏域）

資料：内閣官房まち･ひと･しごと創生本部事務局資料をもとに作成
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（（１１））現現状状分分析析

① 人口構造

２０２０年の総人口は約１１．８万人で、県全体の２．３%を占めています。
県平均に比べ、年少人口、生産年齢人口の割合が低く、高齢化率は約３８%と高くなってい
ます。
２０１５年に比べ、年少人口、生産年齢人口が減少し、老年人口は増加しています。

表１ 総人口、年齢３区分別人口、外国人人口と県内に占める割合（田川圏域）

② 人口動態

進学年代の１０代後半で県内を中心に転出超過となっており、就職時期にあたる２０代前
半で県内及び東京圏を中心に転出超過が顕著です。
２０代後半～５０代前半においても転出超過（主に県内）となっており、６５歳以上の年代で
転入超過（主に福岡都市圏以外の県内）となっています。
総じて、県内移動は、飯塚・嘉穂圏域、北九州市圏域及び福岡市圏域との間で大きく、福
岡市圏域及び飯塚・嘉穂圏域を中心に転出超過が継続し、北九州市圏域では転出入が均
衡しています。県外移動は各圏への小規模な転出超過が継続しています。

図１ 男女・年齢階級・方面別純移動の状況（2020 年）（田川圏域）

資料：内閣官房まち･ひと･しごと創生本部事務局資料をもとに作成
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域内移動 転入 転出
純移動

（転入-転出）
域内移動 転入 転出

純移動
（転入-転出）

北 九 州 市 圏 域 408 423 -15 429 418 12
遠 賀 ･ 中 間 圏 域 48 60 -12 37 51 -14 
京 築 圏 域 158 193 -35 131 167 -36 
福 岡 市 圏 域 265 474 -209 242 436 -194 
筑 紫 圏 域 52 63 -11 49 59 -10 
糟 屋 中 南 部 圏 域 43 91 -48 39 70 -31 
宗像･糟屋北部圏域 32 63 -31 38 66 -28 
糸 島 圏 域 9 10 -1 14 14 -1 
朝 倉 圏 域 12 11 2 9 14 -4 
八 女 ･ 筑 後 圏 域 13 12 1 11 9 2
久 留 米 圏 域 44 48 -4 41 51 -10 
有 明 圏 域 9 11 -3 11 10 1
直 方 ･ 鞍 手 圏 域 196 266 -70 215 248 -32 
飯 塚 ･ 嘉 穂 圏 域 360 518 -158 365 513 -148 

田 川 圏 域 田 川 圏 域 1,802 1,644
東 京 圏 182 241 -60 156 239 -83 
中 部 63 96 -33 57 68 -12 
関 西 103 140 -37 113 140 -27 
九 州 ・ 山 口 293 301 -7 243 275 -32 
そ の 他 県 外 98 101 -4 80 91 -11 

計 2,387 3,123 -736 2,279 2,939 -659 
県内計 1,648 2,244 -595 1,632 2,126 -494 
県外計 739 880 -141 647 813 -165 

  資料：総務省「住民基本台帳人口移動報告」

圏域名 転出入の相手方
2015～17年平均 2018～20年平均

資料：内閣官房まち･ひと･しごと創生本部事務局資料をもとに作成

表２ ３ヶ年平均の方面別純移動の状況（外国人を除く）（田川圏域）
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割合

（％）

割合

（％）

割合

（％）

割合

（％）

2,833 100.0 180,975 100.0 1.6 2,974 100.0 198,080 100.0 1.5

１次産業 32 1.1 1,348 0.7 2.4 38 1.3 1,598 0.8 2.4

２次産業 519 18.3 35,841 19.8 1.4 699 23.5 40,513 20.5 1.7

３次産業 2,259 79.7 142,514 78.7 1.6 2,211 74.3 154,591 78.0 1.4

対全県

ｼｪｱ（%）

(A)/(B)

域内総生産

ＧＲＰ

（億円）

(A)

（参考）

県内総生産

ＧＲＰ

（億円）

(B)

対全県

ｼｪｱ（%）

(A)/(B)

全体

資料：県「市町村民経済計算」2018年度　　※割合の合計が100.0とならないのは輸入品に係る税・関税等があるため

田川圏域

2013年度 2018年度

域内総生産

ＧＲＰ

（億円）

(A)

（参考）

県内総生産

ＧＲＰ

（億円）

(B)

③ 産業構造

医療、福祉に従事する者の割合が全国平均の２倍を超えており、就業者のシェアも３割
（２８%）を占め、１５圏域の中で最高となっています。

図２ 従業者数特化係数（対全国）・従業者数域内構成比の状況（田川圏域）

資料：総務省「経済センサス-活動調査」2016年をもとに作成

表３ 域内生産額の状況（田川圏域）

図２ 従業者数特化係数（対全国）・従業者数域内構成比の状況（田川圏域）第
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割合

（％）

割合

（％）

割合

（％）

割合

（％）

2,833 100.0 180,975 100.0 1.6 2,974 100.0 198,080 100.0 1.5

１次産業 32 1.1 1,348 0.7 2.4 38 1.3 1,598 0.8 2.4

２次産業 519 18.3 35,841 19.8 1.4 699 23.5 40,513 20.5 1.7

３次産業 2,259 79.7 142,514 78.7 1.6 2,211 74.3 154,591 78.0 1.4

対全県

ｼｪｱ（%）

(A)/(B)

域内総生産

ＧＲＰ

（億円）

(A)

（参考）

県内総生産

ＧＲＰ

（億円）

(B)

対全県

ｼｪｱ（%）

(A)/(B)

全体

資料：県「市町村民経済計算」2018年度　　※割合の合計が100.0とならないのは輸入品に係る税・関税等があるため

田川圏域

2013年度 2018年度

域内総生産

ＧＲＰ

（億円）

(A)

（参考）

県内総生産

ＧＲＰ

（億円）

(B)

③ 産業構造

医療、福祉に従事する者の割合が全国平均の２倍を超えており、就業者のシェアも３割
（２８%）を占め、１５圏域の中で最高となっています。

図２ 従業者数特化係数（対全国）・従業者数域内構成比の状況（田川圏域）

資料：総務省「経済センサス-活動調査」2016年をもとに作成

表３ 域内生産額の状況（田川圏域）
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ケース 1

ケース 2

ケース 3

2030年に出生率 1.8、2040年に 2.07が実現

2035年に出生率 1.8、2045年に 2.07が実現

2040年に出生率 1.8 が実現

90,000

100,000

110,000

120,000

2020年 2025年 2030年 2040年

④ 人口推計

図３ 「人口ビジョン」の前提条件に基づく圏域別の将来展望（田川圏域）

⑤ 地域の主な社会インフラ・地域資源

○ 充実する交通アクセス

福岡市へ続く国道２０１号や北九州市へ続く国道３２２号はバイパス整備が進み、また県道
２２号（主要地方道田川直方線）の延伸整備も進んでおり、福岡・北九州両都市圏へのアク
セス時間の短縮が図られています。
鉄道では、北九州市へ続く JR（日田彦山線）のほか、福岡・北九州両都市圏へ続く JR（福
北ゆたか線、日豊本線）に接続する平成筑豊鉄道や JR（後藤寺線）の路線があります。
また、トヨタ自動車九州㈱が立地する直方・鞍手圏域と、日産自動車九州㈱、日産車体九
州㈱が立地する京築圏域の中間に位置しており、両圏域へのアクセスは３０分程度と非常に
良好です。

○ 地（知）の拠点としての役割を担う福岡県立大学の優れた教育機能

福岡県立大学は、人間社会学部と看護学部を有する西日本でも有数の福祉系大学として、
保健、医療、福祉分野の教育研究や地域貢献活動に取り組んでいます。
さらに、不登校・ひきこもりの子ども、保護者や学校関係者等に対する専門的な相談・情報
発信等の支援を行うなど、地（知）の拠点として役割が高まっています。

○ 多様な観光資源と豊富な炭鉱関連遺産

日本三大修験山の一つに数えられる英彦山や福智山などの自然、４００年の歴史を誇る上
野焼といった歴史文化、田川ホルモン鍋などの食、平成筑豊鉄道の観光列車「ことこと列車」、
２０１７（平成２９）年１２月に認定された九州オルレ「筑豊・香春コース」といった多様な観光
資源が存在しています。
また、2011（平成２３）年５月に日本で初めてユネスコ「世界の記憶」に登録された「山本
作兵衛翁の炭坑記録画」をはじめ、２０１８（平成３０）年１０月に、飯塚市の「目尾（しゃかのお）
炭坑跡」、直方市の「旧筑豊石炭鉱業組合直方会議所及び救護練習所模擬坑道」とともに、
国史跡（筑豊炭田遺跡群）として指定された田川市の「三井田川鉱業所伊田坑跡」など、貴
重な炭鉱関連遺産が残されています。

11.8 万人

ケース 1 9.2 万人
ケース 2 9.1 万人
ケース 3 9.1 万人

[単位：人]
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（（２２））圏圏域域のの課課題題  

本圏域は、炭鉱の閉山以降、人口流出が進んでいます。現在も、２０代の若い世代をはじめ幅
広い年齢層で転出超過となっており、魅力ある雇用の場の創出をはじめ、子育てや教育環境の
充実による転出抑制・転入促進を図ることが大きな課題です。 
また、高齢化率が県内で最も高いことから、健康づくりや地域包括ケアの推進が重要となって
います。 
加えて、圏域内に広く分布する鉄道網を活用した公共交通網の充実を図るほか、一部地域に
偏っている観光振興の取組を圏域全体に広げていくことも重要となっています。 

（（３３））施施策策のの方方向向性性  

自動車関連産業に隣接する地理的優位性に加え、地元産業の活性化による雇用の創出・拡
大により若年世代の転出抑制を図るとともに、英彦山や福智山などの豊かな自然、上野焼や炭
鉱関連遺産といった歴史、文化を楽しむことができる職住近接型の定住圏域として発展してい
くことが期待されます。 

① 地域の未来を見据えた取組の推進 

地（知）の拠点としての役割を担う福岡県立大学の優れた教育機能を活かしながらリー 
ダーシップ、郷土愛、自尊心といった高い志を培う子どもたちの教育に引き続き力を入れ、地
域の活性化を担う人材の確保に取り組むとともに、北九州市、直方・鞍手、京築という自動車
関連産業が集積する圏域の中間に位置する地理的優位性や、道路、工業用地、工業用水と
いった産業インフラを活かし、安定した雇用につながる企業誘致を進める必要があります。 
また、若年世代・子育て世代をはじめとした移住・定住の促進を図るため、豊かな自然や歴

史・文化、手頃な家賃や不動産価格といった圏域の特長や利点を広く発信するとともに、相談
体制の構築、テレワークやサテライトオフィス誘致の推進、空き家の利活用、子育て支援・教育
環境の充実に取り組む必要があります。 
併せて、進学や就職等により地元を離れる若年世代との関わりを持続させるための取組や、
地域に継続的に多様な形で関わる関係人口の創出・拡大に向けた取組を進めていくことが
求められます。 

② 住み慣れたところで働くことができる地域づくり 

直売所と連携した農産物のブランド化、６次産業化による農林業の収益力強化、担い手確
保、中小企業の経営基盤強化を通じ、地元産業の活性化と雇用の創出・拡大に取り組む必
要があります。 
また、ユネスコ「世界の記憶」に登録された山本作兵衛翁の炭坑記録画をはじめとする炭
鉱関連遺産、英彦山に代表される豊かな自然、各地に点在する温泉、新鮮な農林産物とそれ
を販売する人気の直売所、伝統工芸、祭り、歴史文化、平成筑豊鉄道の観光列車「ことこと列
車」、九州オルレ「筑豊・香春コース」といった豊富な地域資源を活用し、国内外から多くの
人々を呼び込み、周遊観光や観光消費の拡大につながる施策の推進に取り組むことが求め
られます。 

③ 長く元気に暮らすことができる地域づくり 

高齢化率が県内で最も高い現状を踏まえ、健康イベントの参加推進をはじめ健康づくりや
スポーツ振興に取り組むとともに、高齢者の方や子育て世代が元気で豊かな生活を営み安
心して暮らすことのできる地域をつくるため、医療、介護等の地域包括ケアの推進に取り組む
必要があります。 
また、ごみ処理施設、し尿処理施設を圏域内の市町村共同で運営することで、より高度な
施設の導入を図るとともに、鉄道と路線バス、各市町村が運行しているコミュニティバス、福祉
バス等の連携により、鉄道をはじめとした地域公共交通体系の充実に向けて取り組むことが
求められます。 
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（（２２））圏圏域域のの課課題題  

本圏域は、炭鉱の閉山以降、人口流出が進んでいます。現在も、２０代の若い世代をはじめ幅
広い年齢層で転出超過となっており、魅力ある雇用の場の創出をはじめ、子育てや教育環境の
充実による転出抑制・転入促進を図ることが大きな課題です。 
また、高齢化率が県内で最も高いことから、健康づくりや地域包括ケアの推進が重要となって
います。 
加えて、圏域内に広く分布する鉄道網を活用した公共交通網の充実を図るほか、一部地域に
偏っている観光振興の取組を圏域全体に広げていくことも重要となっています。 

（（３３））施施策策のの方方向向性性  

自動車関連産業に隣接する地理的優位性に加え、地元産業の活性化による雇用の創出・拡
大により若年世代の転出抑制を図るとともに、英彦山や福智山などの豊かな自然、上野焼や炭
鉱関連遺産といった歴史、文化を楽しむことができる職住近接型の定住圏域として発展してい
くことが期待されます。 

① 地域の未来を見据えた取組の推進 

地（知）の拠点としての役割を担う福岡県立大学の優れた教育機能を活かしながらリー 
ダーシップ、郷土愛、自尊心といった高い志を培う子どもたちの教育に引き続き力を入れ、地
域の活性化を担う人材の確保に取り組むとともに、北九州市、直方・鞍手、京築という自動車
関連産業が集積する圏域の中間に位置する地理的優位性や、道路、工業用地、工業用水と
いった産業インフラを活かし、安定した雇用につながる企業誘致を進める必要があります。 
また、若年世代・子育て世代をはじめとした移住・定住の促進を図るため、豊かな自然や歴
史・文化、手頃な家賃や不動産価格といった圏域の特長や利点を広く発信するとともに、相談
体制の構築、テレワークやサテライトオフィス誘致の推進、空き家の利活用、子育て支援・教育
環境の充実に取り組む必要があります。 
併せて、進学や就職等により地元を離れる若年世代との関わりを持続させるための取組や、
地域に継続的に多様な形で関わる関係人口の創出・拡大に向けた取組を進めていくことが
求められます。 

② 住み慣れたところで働くことができる地域づくり 

直売所と連携した農産物のブランド化、６次産業化による農林業の収益力強化、担い手確
保、中小企業の経営基盤強化を通じ、地元産業の活性化と雇用の創出・拡大に取り組む必
要があります。 
また、ユネスコ「世界の記憶」に登録された山本作兵衛翁の炭坑記録画をはじめとする炭
鉱関連遺産、英彦山に代表される豊かな自然、各地に点在する温泉、新鮮な農林産物とそれ
を販売する人気の直売所、伝統工芸、祭り、歴史文化、平成筑豊鉄道の観光列車「ことこと列
車」、九州オルレ「筑豊・香春コース」といった豊富な地域資源を活用し、国内外から多くの
人々を呼び込み、周遊観光や観光消費の拡大につながる施策の推進に取り組むことが求め
られます。 

③ 長く元気に暮らすことができる地域づくり 

高齢化率が県内で最も高い現状を踏まえ、健康イベントの参加推進をはじめ健康づくりや
スポーツ振興に取り組むとともに、高齢者の方や子育て世代が元気で豊かな生活を営み安
心して暮らすことのできる地域をつくるため、医療、介護等の地域包括ケアの推進に取り組む
必要があります。 
また、ごみ処理施設、し尿処理施設を圏域内の市町村共同で運営することで、より高度な
施設の導入を図るとともに、鉄道と路線バス、各市町村が運行しているコミュニティバス、福祉
バス等の連携により、鉄道をはじめとした地域公共交通体系の充実に向けて取り組むことが
求められます。 
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④ 子どもを安心して産み育てることができる地域づくり 

若い世代の結婚・出産・子育ての希望を叶え、出生率の向上、若年世代・子育て世代の転
入促進や定住につながるよう、妊娠・出産から子育て期までの切れ目ない支援の充実や、出
会い・結婚応援、多様な保育ニーズへの対応、教育環境の充実に取り組む必要があります。  
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